
平成１８年３月期 個別財務諸表の概要   平成 18 年 5 月 16 日 

上 場 会 社 名 ＡＳＴＩ株式会社 上場取引所    東・名 

コ ー ド 番 号 ６８９９   本社所在都道府県 静岡県 

（ ＵＲＬ  http://www.asti.co.jp  ）  

代 表 者 役職名：代表取締役社長    氏名：岩 田 善 之  

問合せ先責任者 役職名：取締役管理本部長  氏名：渡 辺 剛 一 ＴＥＬ   (0538)66-5577 

決算取締役会開催日 平成 18 年 5月 16 日 中間配当制度の有無 有 

配当支払開始予定日 平成 18 年 6月 23 日 定時株主総会開催日 平成 18 年 6月 22 日 

単元株制度採用の有無 有（１単元：1,000 株）   

 

１．１８年３月期の業績（平成 17 年 4月 1日～平成 18 年 3月 31 日） 

(1)経営成績                                  （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円     ％ 百万円     ％  百万円     ％

18 年 3 月期 30,904 ( 4.1) 1,713 ( 27.1) 1,765 ( 24.5)

17 年 3 月期 29,679 ( 14.4) 1,347 (△1.3) 1,417 (  9.6)
 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円    ％ 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期 1,018 ( 22.6) 142 91 － 11.0 10.8 5.7 

17 年 3 月期 830 ( 11.2) 122 90 － 10.8 9.8 4.8 
（注）①期中平均株式数     18 年 3 月期 6,962,976 株 17 年 3 月期 6,616,219 株 

②会計処理の方法の変更  無  

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 円    銭 円    銭 円    銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 13  00 6   00 7  00 93 9.1 0.9 
17 年 3 月期 11  00 5  00 6  00 72 9.0 0.9 

（注）18 年 3 月期期末配当金の内訳は、普通配当 6.00 円、株式上場 10 周年記念配当 1.00 円であります。 

 (3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円    銭

18 年 3 月期 17,635 10,434 59.2 1,351   14
17 年 3 月期 15,074 8,065 53.5 1,217  16 

（注）①期末発行済株式数    18 年 3 月期 7,705,703 株  17 年 3 月期 6,612,424 株 

②期末自己株式数       18 年 3 月期     36,814 株  17 年 3 月期   30,093 株 

 

２．１９年３月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭

中 間 期 14,100 700 405 6 00   

通 期 31,000 1,770 1,020  6 00 12 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 132 円 37 銭 

（注） 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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個 別 財 務 諸 表 等 
 

【貸借対照表】 
   （単位：百万円） 

当 期 前 期 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） （平成 17 年 3 月 31 日現在） 
比較増減 

期  別 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（資産の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流動資産     
1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

現金及び預金 

受取手形 

売掛金 

製品 

原材料 

仕掛品 

貯蔵品 

前払費用 

繰延税金資産 

未収入金 

その他 

貸倒引当金 

 

 

※3 

 

 

 

 

 

 

※3 

 

 

 

358
36

6,872
300

1,836
301
27
4

214
1,448

17
△  0

318 
71 

5,999 
311 

1,612 
288 
89 
7 

223 
1,068 

24 
△  0 

 

△

△

△
△
△

△
△

40
35
873
10
224
13
61
2
9

379
7
0

 流動資産合計   11,418 64.8 10,015 66.4 1,403
Ⅱ 固定資産     

1 有形固定資産     
(1) 

 

建物 

減価償却累計額 
 

2,694 
1,797 896

2,696
1,734

 
961 

 
△ 65

(2) 

 

構築物 

減価償却累計額 
 

160 
130 29

160
129

 
30 

 
△ 1

(3) 

 

機械及び装置 

減価償却累計額 
 

2,053 
1,466 586

1,925
1,415

 
509 

 
76

(4) 

 

車両運搬具 

減価償却累計額 
 

14 
12 1

14
11

 
2 

 
△ 0

(5) 

 

工具器具備品 

減価償却累計額 
 

1,854 
1,452 401

1,612
1,264

 
347 

 
53

(6) 

(7) 

土地 

建設仮勘定 
  

1,130
59

1,144 
14 

 
△ 14

44
 有形固定資産合計   3,105 17.6 3,012 20.0 92

2 無形固定資産     
(1) 

(2) 

(3) 

借地権 

ソフトウェア 

その他 

  
7

40
0

7 
56 
0 

 △
△

-
16
0

 無形固定資産合計   48 0.3 64 0.4 △ 16
3 投資その他の資産     
(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

(9) 

(10) 

(11) 

(12) 

投資有価証券 

関係会社株式 

出資金 

関係会社出資金 

関係会社長期貸付金 

長期前払費用 

前払年金費用 

繰延税金資産 

保証金 

保険積立金 

その他 

貸倒引当金 

  

551
86
0

980
688
-

289
57
64
354
24

△   34

382 
86 
0 

667 
90 
0 

262 
128 
65 
314 
11 

△  27 

 

 
 
 
 
 
 △
 
 △
 △
 
 
 △

168
-
-

313
598

0
26
70
1

40
13
6

 投資その他の資産合計   3,063 17.3 1,982 13.2 1,081
 固定資産合計   6,216 35.2 5,058 33.6 1,157

資 産 合 計  17,635 100.0 15,074 100.0 2,560
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  （単位：百万円） 

当 期 前 期 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） （平成 17 年 3 月 31 日現在） 
比較増減 

期  別 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（負債の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流動負債     

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

支払手形 

買掛金 

短期借入金 

１年内返済予定長期借入金 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

預り金 

賞与引当金 

製品保証引当金 

設備関係支払手形 

その他 

 

※3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-

3,363

1,350

254

730

43

426

23

351

14

-

24

288 

2,823 

1,650 

198 

607 

43 

409 

24 

359 

16 

89 

10 

 

△

△

△

△

△

△

288

539

300

56

122

0

16

1

7

2

89

13

 流動負債合計   6,583 37.3 6,521 43.3 61

Ⅱ 固定負債     

1 

2 

長期借入金 

役員退職慰労引当金 
  

343

274

234 

252 
 

108

21

 固定負債合計   617 3.5 486 3.2 130

負債合計   7,200 40.8 7,008 46.5 192

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※1  1,839 10.4 1,156 7.7 683

Ⅱ 資本剰余金     

1 資本準備金  2,038 1,356   

 資本剰余金合計   2,038 11.6 1,356 9.0 681

Ⅲ 利益剰余金     

1 

2 

3 

利益準備金 

任意積立金 

当期未処分利益 

 

50 

4,800 

1,543 

50

4,100

1,321

  

 利益剰余金合計   6,393 36.3 5,471 36.3 921

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 自己株式 

※4 

※2 
 

192

△  28

1.1

△ 0.2

100 

△  19 

0.6 

△ 0.1 △

92

9

資本合計   10,434 59.2 8,065 53.5 2,368

負 債 ・ 資 本 合 計  17,635 100.0 15,074 100.0 2,560
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【損益計算書】 
  （単位：百万円） 

当 期 前 期 

自  平成 17 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 3月 31 日 

自  平成 16 年 4月 1 日 

至 平成 17 年 3月 31 日 

比較増減

期  別 

 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

  ％  ％ 

Ⅰ 売上高  30,904 100.0 29,679 100.0 1,225
    
Ⅱ 売上原価 ※2 27,400 88.7 26,630 89.7 769

 売上総利益  3,504 11.3 3,049 10.3 455
    
Ⅲ 販売費及び一般管理費    

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

販売促進費 

広告宣伝費 

発送運賃 

製品保証引当金繰入額 

役員報酬 

給与 

福利厚生費 

賞与 

賞与引当金繰入額 

退職給付引当金繰入額 

役員退職慰労引当金繰入額 

備品・消耗品費 

減価償却費 

租税公課 

賃借料・リース料 

委託報酬手数料 

研究開発費 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2 

 

-

5

137

7

120

533

109

93

80

39

21

32

65

12

17

128

118

266

   

1,790 5.8

0

11

108

14

119

505

106

89

83

43

28

28

53

10

17

98

165

216

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,701 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.8 89

 営業利益  1,713 5.5 1,347 4.5 365
    
Ⅳ 営業外収益    

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

受取利息 

受取配当金 

為替差益 

経営管理指導料 

技術指導料 

受取出向料 

その他 

 

※1 

 

 

※1 

 

 

4

31

11

-

77

44

45 213 0.7

2

43

-

0

58

29

52

 

 

 

 

 

 

186 

 

 

 

 

 

 

0.6 27

Ⅴ 営業外費用    

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

支払利息 

手形売却損 

売上割引 

貸倒引当金繰入額 

為替差損 

たな卸資産廃却損 

たな卸資産評価損 

事業保険料 

新株発行費 

その他 

 

25

5

0

6

-

36

41

23

17

5 162 0.5

27

4

0

-

3

59

-

12

-

9

 

 

 

 

 

 

 

 

 

116 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.3 45

 経常利益  1,765 5.7 1,417 4.8 347
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（単位：百万円） 

当 期 前 期 

自  平成 17 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 3月 31 日 

自  平成 16 年 4月 1 日 

至 平成 17 年 3月 31 日 

比較増減

期  別 

 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

  ％  ％ 

Ⅵ 特別利益    

1 

2 

3 

固定資産売却益 

投資有価証券売却益 

貸倒引当金戻入益 

※3 

 

 

10

0

- 10 0.0

2

28

0

 

 

30 

 

 

0.1 

 

 

 △

 

 

19

Ⅶ 特別損失    

1 

2 

固定資産処分損 

固定資産売却損 

※4 

※5 

10

0

11

-
  

3 

4 

電話加入権評価損 

減損損失 

 

※6 

-

14 25 0.0

10

-

 

21 

 

0.1 4

 税引前当期純利益  1,750 5.7 1,427 4.8 322

 
法人税､住民税及び事業税 

法人税等調整額 
 

712

19 731 2.4

635

△  39

 

596 

 

2.0 135

 当期純利益  1,018 3.3 830 2.8 187

 
前期繰越利益 

中間配当額 
 

564

39

523 

33 
 

 当期未処分利益  1,543 1,321  
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【利益処分案】 
（単位：百万円） 

当     期 

株 主 総 会 開 催 日 

平成 18 年 6 月 22 日 

前     期 

株 主 総 会 開 催 日 

平成 17 年 6 月 24 日 

期  別 

 

 

科  目 金    額 金    額 

  

Ⅰ 当期未処分利益  1,543  1,321

Ⅱ 利益処分額   

1 

2 

配当金 

役員賞与金 

 

 

53

23

39

17
 

 （うち監査役賞与金） (       3 ) （   3） 

3 任意積立金   

 (1) 別途積立金  800 877 700  757

Ⅲ 次期繰越利益  665  564
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【重要な会計方針】 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

時価のあるもの･･････決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算 

 定） 

時価のないもの･･････移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）製品・原材料・仕掛品･･･････総平均法による原価法 

（２）貯蔵品･････････････････････最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産･･････定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物     31 年 

  機械及び装置  5 年 

（２）無形固定資産･･････定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

４. 繰延資産の処理方法 

      新株発行費 

    支出時に全額費用として処理しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与支出に備えるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上しております。 

（３）製品保証引当金 

製品クレーム費用の支出に備えるため、発生額を個別に見積ることができる費用についてはその見

積額を、その他については、売上高に対する過去の実績比率により計算した額を計上しております。 

（４）退職給付引当金(前払年金費用） 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、10 年による按分額を費用の減額処理しております。数理計

算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

（５）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 7

【会計処理方法の変更】 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（ ｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書｣(企業会計審議会 平成 14 年８月９日) ）及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣（企

業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しています。これにより税引前当期純利益

は 14 百万円減少しています。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

 

２．退職給付に係る会計基準 

   当事業年度より、「｢退職給付に係る会計基準｣の一部改正」（企業会計基準第３号 平成 17 年３月 16 

日）及び「｢退職給付に係る会計基準｣の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平

成 17 年３月 16 日）を適用しております。これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は 29

百万円増加しております。 

 

 

【追加情報】 

当     期 

（平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3月 31 日） 

前     期 

（平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3月 31 日） 

 （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示方法） 

 実務対応報告第 12 号「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成 16 年２月 13

日）が公表されたことに伴い、当事業年度から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び

資本割については販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が 31 百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

31 百万円減少しております。 
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【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

当 期 前 期 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） （平成 17年 3 月 31 日現在） 
 

※1 授権株式数及び発行済株式総数 ※1 授権株式数及び発行済株式総数 

 
授権株式数 

発行済株式総数 

普通株式 

普通株式 

24,000,000 株

7,742,517 株
 

授権株式数 

発行済株式総数

普通株式 

普通株式 

24,000,000株

6,642,517 株
    
※2 自己株式 ※2 自己株式 

 
 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

36,814 株で在ります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

30,093 株であります。 
    
※3 関係会社項目 ※3 関係会社項目 

 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲

記されたもののほか次のものがあります。 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲

記されたもののほか次のものがあります。 

 資産 売掛金 582 百万円  資産 売掛金 154 百万円

  未収入金 979 百万円   未収入金 696 百万円

 負債 買掛金 205 百万円  負債 買掛金 205 百万円
       
※4 配当制限  ※4 配当制限 

 

商法施行規則第 124 条第３項に規定する資

産に時価を付したことにより増加した純資産

額は 192 百万円であります。 

 

商法施行規則第 124 条第３項に規定する資

産に時価を付したことにより増加した純資産

額は 100 百万円であります。 
    
 5 

 

 

 

 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行７行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 5 

 

 

 

 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行８行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 
    

 
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

6,300 百万円  
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

4,800 百万円

 借入実行残高 1,250 百万円  借入実行残高 1,100 百万円

 差引額 5,050 百万円  差引額 3,700 百万円
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（損益計算書関係） 

当 期 前 期 

（平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3月 31 日） （平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3月 31 日） 
  
※1 関係会社に対する営業外収益 ※1 関係会社に対する営業外収益 

 受取配当金 27 百万円  受取配当金 39 百万円

 技術指導料 77 百万円  技術指導料 58 百万円
      
※2 研究開発費の総額 ※2 研究開発費の総額 

 

 
一般管理費及び当期製造費用 
に含まれる研究開発費 162 百万円

 
一般管理費及び当期製造費用 
に含まれる研究開発費 196 百万円

      
※3 固定資産売却益の内訳 ※3 固定資産売却益の内訳 

 機械及び装置 2 百万円
 

機械及び装置 

工具器具備品 

10 百万円

0百万円   計 2 百万円

  計 10 百万円   

    
      
※4 固定資産処分損の内訳 ※4 固定資産処分損の内訳 

建物 

構築物 

機械及び装置 

工具器具備品 

1 百万円

0百万円

3百万円

5百万円

建物 

機械及び装置 

車両運搬具 

工具器具備品 

1百万円

3百万円

0百万円

5百万円
 

 計 10 百万円

 

 計 11 百万円
    
※5 固定資産売却損の内訳 ※5   

機械及び装置 

工具器具備品 

0 百万円

0百万円 

 計 0 百万円

   

    
※6 減損損失 ※6   

 

当事業年度において、当社は以下の資産につ

いて減損損失を計上しました。 

場所  用途 種類 その他 

静岡県 

浜松市 

 遊休 

 資産 
 土地  

上記資産については、遊休状態にあり今後

も使用の目処が立っていないことから回収可

能価額まで減額し、当該減損額 14 百万円を減

損損失として特別損失に計上しております。

 回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定額に基づき算定しており

ます。                 

 

 

 

 

 

（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

 

（有価証券関係） 

当期（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日）及び前期（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

当 期 前 期 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） （平成 17年 3 月 31 日現在） 
  
1 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 

1 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 
      
 繰延税金資産（流動）   繰延税金資産（流動）  

 賞与引当金 139 百万円  賞与引当金 142 百万円

 製品保証引当金 5 百万円  製品保証引当金 6 百万円

 未払事業税 35 百万円  未払事業税 32 百万円

 たな卸資産評価損 7 百万円  たな卸資産評価損 0 百万円

 その他 25 百万円  その他 41 百万円

 合計 214 百万円  合計 223 百万円

    
    
 繰延税金資産（固定）  繰延税金資産（固定） 

 

 
減価償却費損金算入限度 
超過額 

128 百万円  
減価償却費損金算入限度 
超過額 

124 百万円

 有価証券等評価損 50 百万円  有価証券等評価損 49 百万円

 役員退職慰労引当金 108 百万円  役員退職慰労引当金 100 百万円

 その他 81 百万円  その他 85 百万円

 小計 369 百万円  小計 359 百万円

 評価性引当額 70 百万円  評価性引当額 61 百万円

 差引 299 百万円  差引 298 百万円

 繰延税金負債（固定）  繰延税金負債（固定） 

  前払年金費用 114 百万円   前払年金費用 104 百万円

 その他有価証券評価差額金 126 百万円  その他有価証券評価差額金 66 百万円

   小計 241 百万円    小計 170 百万円

 繰延税金資産（固定）の純額 57 百万円  繰延税金資産（固定）の純額 128 百万円

    

2 

 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳 

2 

 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳 
     
 法定実効税率 39.7％  法定実効税率 39.7％

 （調整）  （調整） 

 交際費など永久に損金に算入  交際費など永久に損金に算入 

 されない項目 0.8％  されない項目 0.4％

 住民税均等割等 0.4％  住民税均等割等 0.5％

 外国税額 0.5％  外国税額 0.1％

 加算税 0.2％  その他 1.1％

 その他 0.2％  税効果会計適用後の法人税等の  

 税効果会計適用後の法人税等の   負担率 41.8％

 負担率  41.8％   
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（１株当たり情報） 

当 期 前 期 

（平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3月 31 日） （平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3月 31 日） 
  
１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

1,351 円 14 銭 

142 円 91 銭 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

1,217 円 16 銭 

122 円 90 銭 
    
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

  

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当 期 前 期 

（平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3月 31 日） （平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3月 31 日） 
    
当期純利益 1,018 百万円 当期純利益 830 百万円 

普通株主に帰属しない金額 23 百万円 普通株主に帰属しない金額 17 百万円 

（うち利益処分に係る役員賞与金 23 百万円） （うち利益処分に係る役員賞与金 17 百万円）

普通株式に係る当期純利益 995 百万円 普通株式に係る当期純利益 813 百万円 

期中平均株式数 6,962 千株 期中平均株式数 6,616 千株 
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役 員 の 異 動 
                  (平成 18 年６月 22 日予定)  
 

 

 

１. 代表者の異動 

 

退任予定代表取締役 

 

現 代表取締役会長       植 平 幹 夫       

 

(1) 当社上席相談役に就任予定（取締役は退任）。 

 

(2) ASTI ELECTRONICS CORPORATION(ﾍﾞﾄﾅﾑ)、ASTI ELECTRONICS INDIA PRIVATE LIMITED 

   (ｲﾝﾄﾞ)のＣＥＯに就任予定。 

 

 

 

 

 

 

２. その他の役員の異動 

 

該当事項はありません。 




